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研究成果の概要（和文）：土佐の豊かな地域資源（自然環境・地域人材）の効果的活用による環境教育教員養成プログ
ラム『土佐環境教育スタンダード』を開発し，授業実践を通して，プログラムの有効性を評価した．その結果，開発し
たプログラムが，地域の環境教育をリードする教員としての素養の習得及び学校における環境教育の深化・充実に有効
であることが示唆された．また，1年次から4年次へと積上げ方式で構成されたプログラムが系統的に展開され，自然観
察力の養成，さらにはその教育への適用力である環境教育実践力及び教材開発能力の向上，すなわち豊かな自然体験に
基づく実践的指導力の養成に有効に機能していることを，実践結果の定量的分析に基づいて確認した．

研究成果の概要（英文）：In this study, we have developed a teacher training programme for environmental ed
ucation, the TOSA Environmental Education Standards, which is based on the effective utilization of region
al resources (natural environment and human resources).  We evaluated the effectiveness of the programme t
hrough practical implementation and teaching. The study suggested that the programme was effective for tea
cher training in the management of regional environmental education and for enriching the content of a sch
ool's environmental education curriculum. On the basis of a quantitative analysis of the practical results
, we have confirmed that the educational programme, constructed cumulatively from first to fourth grades, 
was systematically developed. Cultivated by plentiful experience in nature, the programme was effective in
 developing observational ability for nature and improved practical ability and teaching materials develop
ment for environmental education.
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１． 研究開始当初の背景 
現代社会は、地球規模で環境問題に直面し
ている。我が国でも様々な分野で環境への対
応が行われ、多くの課題が明らかとなってい
る。特に、国民の環境意識を高めるための環
境教育の充実は、緊急の課題とも言える。し
かしながらこれまでの環境教育は、学校教育
よりも社会教育の中で行われることが多く，
また学校教育においても総合的な学習の時
間などで環境教育を行う機会は増えている
ものの、必ずしも定着している状況ではない。
これは環境教育の体系化と教材化が不十分
なことと，学校現場に担い手が少ないことな
どが原因であると考えられる。本研究は、環
境教育を学校教育で実施することが、持続可
能な社会の担い手を育てる教員の基本的資
質を醸成するために不可欠であるとの考え
方に基づいて企画したものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、将来の科学技術教育を担う学生
への教員養成教育の実施に基づく教員の「質
保証」を目的として、中山間地における豊富
な地域資源（自然環境・地域人材）を活用す
る環境教育の視点から、豊かな自然環境での
生活体験における自然とのかかわり及び地
域住民との交流を通して、自然の中で生き自
然を観察する力、自然と共存しながら創意・
工夫する力，教材を開発する力、教育する力
の修得を目指すプログラムを、環境教育カリ
キュラムとして開発するものである。これに
より、実体験を通して培われた自然環境認識
に基づく環境教育実践力を身につけた教員
を養成し、教育力の強化と向上を図る。 
 
３．研究の方法 
(1) 土佐の豊かな地域資源（自然環境・地域
人材）の効果的な活用による環境教育教員養
成プログラム、すなわち地域の自然環境及び
地域での生活体験をベースとした教員養成
教育における大学4年間を一貫した環境教育
プログラム：『土佐環境教育スタンダード』
を開発する。 
 
(2) 開発したプログラムに基づく具体的な
カリキュラムの開発及び検討を、カリキュラ
ム実践とその評価を通して、理論と実践の両
面から展開し、カリキュラムの工夫・改善を
図る。 
 
(3) 実施したカリキュラム実践（試行的実
践・本格的実践）の評価を通して、開発した
環境教育教員養成プログラムの有効性を検
証する。 
 
４．研究成果，  
(1) 豊かな自然体験を通して培われた自然
環境認識に基づく環境教育実践力を身につ
けた教員の育成及び質保証を目的として、地
域との協働及び地域の自然環境をベースと

した環境教育プログラム『土佐環境教育スタ
ンダード』を開発した。開発したプログラム
は、土佐の特徴的自然環境である海・川・山
をフィールドとして、自然体験を核とした実
践的・体験的な教育活動を展開するものであ
る。 
 
(2) 環境教育プログラム『土佐環境教育スタ
ンダード』は、4つのカリキュラム、「自然環
境体感」、「自然観察力養成」、「教材開発力養
成」、「授業実践」で構成されており、土佐の
特徴的自然環境である海・川・山を対象に、
地域との関わりのなかで 4年間の積み上げ方
式で実施する。 
 1年次は、海・川・山を題材として地域の自
然環境を体感することを目的とした教育プ
ログラムで構成する。具体的には、柏島，宇
佐や浦の内湾等高知県沿岸の海、四万十川、
物部や穴内川上流域及び四国山地にある大
豊町をフィールドとした授業を、地域で活動
している NPO や教育委員会、地域住民の協
力のもとに実施する。 2年次は、自然観察力
養成を目的とした教育プログラムで構成す
る。具体的には、１年次の学習をベースに宇
佐、物部・穴内川、大豊町をフィールドとし
て、異なった専門分野の教員と地域のパート
ナーでチームを編成し、現場での観察指導及
び事後学習としての自然観察結果の発表を
行う。ここでは、地域の協力，特に地域の現
職教員の協力を得て実施する。なお、この年
次には、環境教育の基礎的知識及び地域教材
づくりの基本的な考え方を、環境教育，社会
教育及び教科教育に関する授業科目との連
携を図りながら身につけさせる。3 年次は、
対象地域の小中学校及び高校の現職教員と
大学教員のコラボレーションにより、環境教
育教材の開発演習及び作成した教材を適用
した公開模擬授業を実施する。4年次では、3
年次の指導を受けた現職教員の所属する学
校において、特定の曜日に学生を受け入れて
いただき、環境教育教材づくりと授業実践を
行うとともに、指導を受けた教員の授業をサ
ポートする。 
 
(3) 教員養成教育における大学 4 年間を一
貫した環境教育プログラム『土佐環境教育ス
タンダード』における具体的カリキュラムの
構成・内容について、詳細な検討を行うとと
もに、それに基づく実践を試行的に実施し，
教育効果について考察を行った。 
検討・試行的実践を行ったカリキュラムは，
『土佐環境教育スタンダード』における「教
材開発力養成」及び「授業実践」を視野に入
れたものである。実践の結果、開発したカリ
キュラムが、対象とする地域の自然環境（野
生生物，水生生物，森林環境）を効果的に教
材化できるとともに、地域人材（環境教育に
関わっている NPO、森林組合、教育委員会、
学校）との協働実施体制を円滑に構築し、実
践可能であることが明らかになった。また、



地域資源の効果的な活用、自然環境、生活体
験をベースとした本環境教育プログラムが、
受講学生の教材開発能力（環境教育を実施す
る地域の自然環境に対応した教材の開発・授
業設計力）、及び環境教育実践力（環境教育
に関する専門的知識・技術と授業実践力）の
向上、すなわち、地域の環境教育をリードす
る教員としての素養の習得に有効であるこ
とが示唆された。 
 

(4) 「教材開発力養成」及び「授業実践」を
視野に入れた試行的実践において実施され
た中学校における環境教育では、教材に対す
る驚き、新規性等、生徒の興味・関心を高め
る学習活動が展開された。また、身近な山・
川をこれまでとは違った視点から見つめる
とともに、環境保全に関連付けて考察する機
会となった。地域の自然を教材化し、地域で
活躍する専門家（地域人材）の協力を得て、
充実した体験活動や通常の授業では実現困
難な学習活動を展開できたこと、すなわち地
域資源の効果的活用が、地域の学校の環境教
育の深化・充実に対し有効に機能したことを
示唆するものであり、本プログラムの地域貢
献に果たす役割を提示することができた。 
 
(5) 自然環境体感を目的とする 1 年次カリ
キュラムを、土佐の 5地域の自然環境をフィ
ールドとし、地域人材の協力を得て、観察・
実験を主体とする授業を通して実施した。 
 カリキュラム実践の結果を、「自然体験活
動の指導に求められる学校教員の資質能力」
を構成する 7因子に基づいて作成された教員
用評価尺度から、本カリキュラムに対応した
12 項目を抽出して作成したアンケート調査
を，授業の事前と事後に実施することを通し
て評価した。図１に結果を掲げる。図の横軸
の項目番号は、それぞれ 1が自然体験活動に
関する共通理解と集団指導力、2 が安全管
理・安全指導の能力・知識、3から 5が自然
体験活動の知識、6 が企画・指導技術，7 か
ら 8が状況予測力と対人関係能力、9から 11
が自然体験活動への関心・意欲、12が元気・
体力の因子に対応したアンケート項目の番
号である。アンケート調査の分析結果より、
通常の授業等では体験できない活動を通し
た授業が、学習者の意欲を高め、知識・技術
の効率的な定着を促したことが示唆された。
また、自然及びそのフィールドに対する知
識・技術の定着が、その学習指導に対する自
信につながっていることが推察された。さら
に、自然への接し方、自然観察及びフィール
ドワークに関する机上では得ることのでき
ない知識・技術が身に付き、それを教育活動
に転移させ指導者の立場で応用するための
視点を把握したことが示唆された。 
 以上の結果から、『土佐環境教育スタンダ
ード』における 1年次カリキュラムが、土佐
の豊かな自然及び地域人材すなわち地域資
源を効果的に活用し、自然体験を主体とした

学習活動を通して、自然環境及び自然体験活
動に関する知識・技術、及びそれを環境教育
実践に適用するための基礎的素養の習得に、
有効に機能していることが示唆された。 

図１ 自然環境体感カリキュラムの評価結果 
 
(6) 自然観察力養成を目的とする 2 年次カ
リキュラムを、土佐の中山間地における天然
林・人工林をフィールドとして、「森林の観
察→間伐・除伐実習→ものづくり実習」とい
う授業展開で実施した。 
 カリキュラム実践の結果を、1 年次の自然
環境体感カリキュラムと同様の評価指標を
用いて評価した。図 2に結果を掲げる。アン
ケート調査の分析結果より、本カリキュラム
が地域の自然環境(地域資源)を活用し、自然
体験活動を効果的に展開し、受講生の自然環
境の理解、自然観察力の向上に有効に機能し
ていることが示唆された。また、本カリキュ
ラムが、自然体験、自然観察に関する知識・
技術の習得に加えて、学習者の実態を考慮し
た自然体験・自然観察学習プログラムの作成
とその指導に関する知識・技術の習得に対し、
有効であることが示唆された。 
 以上の結果から、 2 年次カリキュラムが，
受講生の自然環境、自然体験活動に関する素
養の習得に対し、1 年次カリキュラムを基盤
として系統的・効果的に展開されており、カ
リキュラムの目的である自然観察力の養成、
さらにはその教育への適用力すなわち豊か
な自然体験に基づく実践的指導力の養成に
有効に機能していることが示唆された。 

 
図２ 自然観察力養成カリキュラムの評価結果 
 
(7) 今後の課題は、カリキュラムの実践と評
価を継続的に実施し、その工夫・改善に努め



ていくとともに、より客観性の高い評価方法
を導入し、本プログラムの有効性の精度を高
めていくことである。また、各年次の目標に
対する評価に加えて、4 年間の一貫的教育プ
ログラムとしての有効性、さらには、実際の
教育現場における環境教育実践に対する有
効性についての検証を行い、本プログラムが
教員の教育力の強化・向上すなわち質保証に
つながり、ナショナルスタンダードとしての
発展性を有していることを追究していきた
い。 
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